
資
金
決
済
法
に
係
る

改
正
の
概
要

⑴
暗
号
資
産
カ
ス
ト
デ
ィ
へ
の

対
応
等

　

改
正
法
で
は
、「
仮
想
通
貨
」
の

呼
称
を
「
暗
号
資
産
」
に
変
更
し
た

ほ
か
、
暗
号
資
産
の
定
義
か
ら
、
改

正
法
に
よ
る
改
正
後
の
金
融
商
品
取

引
法
に
規
定
す
る
「
電
子
記
録
移
転

権
利
」
を
表
示
す
る
も
の
を
除
く
こ

と
と
し
た
（
改
正
資
金
決
済
法
２
条

５
項
）。

　

ま
た
、
他
人
の
た
め
に
暗
号
資
産

の
管
理
を
す
る
こ
と
（
以
下
、
暗
号

資
産
カ
ス
ト
デ
ィ
）
を
暗
号
資
産
交

換
業
の
業
務
類
型
に
加
え
て
規
制
対

象
と
し
た
。
た
だ
し
、
事
業
者
が
ほ

か
の
法
律
の
特
別
の
規
定
に
よ
り
暗

号
資
産
の
管
理
を
行
う
場
合
は
、
資

金
決
済
法
の
規
制
対
象
か
ら
除
い
て

い
る
（
改
正
資
金
決
済
法
２
条
７
項

４
号
）。

　

加
え
て
、
改
正
法
施
行
の
際
、
現

に
暗
号
資
産
カ
ス
ト
デ
ィ
を
行
っ
て

い
る
者
は
、
施
行
日
か
ら
６
カ
月
間

（
当
該
期
間
内
に
登
録
の
申
請
等
を

し
た
場
合
に
は
、
登
録
ま
た
は
そ
の

拒
否
の
処
分
ま
で
の
間
）
は
、
登
録

を
受
け
な
く
と
も
改
正
資
金
決
済
法

上
の
暗
号
資
産
交
換
業
者
と
見
な
し

て
、
現
に
行
っ
て
い
る
暗
号
資
産
カ

ス
ト
デ
ィ
の
利
用
者
の
た
め
に
、
現

に
管
理
し
て
い
る
暗
号
資
産
と
同
じ

種
類
の
暗
号
資
産
に
限
り
、
暗
号
資

産
カ
ス
ト
デ
ィ
を
行
う
こ
と
が
で
き

る
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
新
規
利

用
者
の
獲
得
や
取
り
扱
う
暗
号
資
産

を
新
た
に
追
加
す
る
こ
と
は
禁
止
さ

れ
る
。
こ
の
経
過
措
置
の
適
用
を
受

け
る
場
合
に
は
、
施
行
日
か
ら
２
週

間
以
内
に
商
号
お
よ
び
住
所
を
届
け

出
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
施
行
日
か
ら

１
年
６
カ
月
を
経
過
し
て
も
登
録
が

資
金
決
済
法
お
よ
び
一
括
清
算
法
関
連

資
金
決
済
法
等
の
改
正
法
の
解
説
（
上
）

「
情
報
通
信
技
術
の
進
展
に
伴
う
金
融
取
引
の
多
様
化
に
対
応
す
る
た
め
の
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
が
、

２
０
１
９
年
３
月
15
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
、
同
日
国
会
に
提
出
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
国
会
に
お
け
る
審
議
を
経
て
、
同
年
５
月
31
日
に
成
立
、

６
月
７
日
に
公
布
さ
れ
た
（
令
和
元
年
法
律
第
28
号
。
以
下
、
改
正
法
（
注
１
））。
施
行
日
は
、
公
布
の
日
か
ら
１
年
以
内
の
政
令
で
定
め
る

日
と
さ
れ
て
い
る
（
改
正
法
附
則
１
条
）。
本
稿
は
、
改
正
法
の
う
ち
、「
暗
号
資
産
交
換
業
に
関
す
る
制
度
の
整
備
（
資
金
決
済
法
関
連
の

改
正
部
分
）」
お
よ
び
「
店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
に
お
け
る
証
拠
金
の
清
算
に
関
し
、
国
際
的
な
取
引
慣
行
に
対
応
す
る
た
め
の
規
制
の

整
備
（
一
括
清
算
法
関
連
の
改
正
部
分
）」
に
つ
い
て
解
説
を
行
う
こ
と
と
し
た
い
（
改
正
の
全
体
像
に
つ
い
て
は
、
図
表
参
照
）。

金
融
庁　

企
画
市
場
局　

市
場
課

竹
内

裕
智

山
根
明
樹
枝
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得
ら
れ
な
い
場
合
に
は
、
そ
れ
以
降
、

当
該
業
務
を
継
続
す
る
こ
と
は
で
き

な
い
（
改
正
法
附
則
２
条
、
３
条
）。

⑵
問
題
の
あ
る
暗
号
資
産
へ
の 

対
応
等

　

改
正
法
で
は
、
取
り
扱
う
暗
号
資

産
の
変
更
な
ら
び
に
暗
号
資
産
交
換

業
の
内
容
お
よ
び
方
法
の
変
更
を
、

従
前
の
事
後
届
出
か
ら
事
前
届
出
に

変
更
し
た
。
た
だ
し
、
こ
れ
ら
の
事

項
に
係
る
変
更
の
う
ち
、
利
用
者
の

保
護
に
欠
け
、
ま
た
は
暗
号
資
産
交

換
業
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
に
支

障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
少
な
い
場
合

は
、
従
前
と
同
様
、
事
後
届
出
の
対

象
と
な
る
（
改
正
資
金
決
済
法
63
条

の
６
第
１
項
）。

　

加
え
て
、
過
度
な
広
告
等
へ
の
対

応
と
し
て
、
暗
号
資
産
交
換
業
に
関

す
る
広
告
に
お
い
て
、
暗
号
資
産
は

法
定
通
貨
で
は
な
い
こ
と
な
ど
を
表

示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
、

ま
た
、
広
告
・
勧
誘
等
に
際
し
、
虚

偽
の
表
示
を
す
る
こ
と
な
ど
を
禁
止

す
る
こ
と
と
し
た
。
そ
の
ほ
か
、
暗

号
資
産
交
換
業
の
利
用
者
の
保
護
に

欠
け
、
ま
た
は
暗
号
資
産
交
換
業
の

適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
に
支
障
を
及

ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
行
為
を
禁
止
す

る
こ
と
と
し
た
（
改
正
資
金
決
済
法

63
条
の
９
の
２
、
63
条
の
９
の
３
）。

⑶
不
適
切
な
財
産
管
理
等
へ
の 

対
応

　

改
正
法
で
は
、
暗
号
資
産
交
換
業

者
が
利
用
者
か
ら
受
託
し
た
金
銭
は
、

信
託
会
社
等
へ
の
金
銭
信
託
の
方
法

に
よ
り
管
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
と
し
た
（
改
正
資
金
決
済
法
63

条
の
11
第
１
項
）。
ま
た
、
利
用
者

か
ら
受
託
し
た
暗
号
資
産
（
以
下
、

受
託
暗
号
資
産
）
を
、
原
則
と
し
て
、

利
用
者
の
保
護
に
欠
け
る
お
そ
れ
が

少
な
い
方
法
（
以
下
、
安
全
性
の
高

い
方
法
）
で
管
理
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
こ
と
と
し
た
。
た
だ
し
、
利
用

者
の
利
便
を
確
保
し
、
暗
号
資
産
交

換
業
の
円
滑
な
遂
行
を
図
る
た
め
に

必
要
な
範
囲
の
受
託
暗
号
資
産
に
つ

い
て
は
、
必
ず
し
も
安
全
性
の
高
い

方
法
で
管
理
す
る
こ
と
を
要
し
な
い

こ
と
と
し
た
（
改
正
資
金
決
済
法
63

条
の
11
第
２
項
）。

〔図表〕 改正の全体像

（出所） 　金融庁

◆情報・データの利活用の社会的な進展を踏まえ、
 ¾ 金融機関の業務に、顧客に関する情報をその同意を得て第三者に提供する業務等を追加
 ¾ 保険会社の子会社対象会社に、保険業に関連するIT企業等を追加

◆ 金融機関が行う店頭デリバティブ取引における証拠金の清算に関し、国際的に慣行となっている担保権の設定による方
式に対応するための規定を整備

◆ 暗号資産交換業者に対し、顧客の暗号資産は、原則と
して 信頼性の高い方法（コールドウォレット等）で管
理することを義務付け

　 それ以外の方法で管理する場合には、別途、見合いの
弁済原資（同種・同量の暗号資産）を保持することを
義務付け

◆ 暗号資産交換業者に対し、広告・勧誘規制を整備
◆ 暗号資産の管理のみを行う業者（カストディ業者）に
対し、暗号資産交換業規制のうち暗号資産の管理に関
する規制を適用

◆ 暗号資産を用いた証拠金取引について、外国為替証拠
金取引（ＦＸ取引）と同様に、販売・勧誘規制等を整
備

◆ 収益分配を受ける権利が付与されたＩＣＯ（Initial 
Coin Offering）トークンについて、

 ¾ 金融商品取引規制の対象となることを明確化
 ¾ 株式等と同様に、投資家への情報開示の制度や販売
・勧誘規制等を整備

◆ 暗号資産の不当な価格操作等を禁止

その他情報通信技術の進展を踏まえた対応

暗号資産の交換・管理に関する業務への対応 暗号資産を用いた新たな取引や 
不公正な行為への対応

情報通信技術の進展に伴う
金融取引の多様化

金融の機能に対する信頼向上や
利用者保護等の必要

国際的な動向等を踏まえ、法令上の「仮想通貨」の呼称を「暗号資産」に変更
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資金決済法等の改正法の解説（上）

　

加
え
て
、
暗
号
資
産
交
換
業
者
は
、

安
全
性
の
高
い
方
法
に
よ
ら
な
い
で

管
理
す
る
受
託
暗
号
資
産
と
同
種
・

同
量
の
暗
号
資
産
（
以
下
、
履
行
保

証
暗
号
資
産
）
を
、
自
己
の
固
有
財

産
と
し
て
別
途
保
有
し
、
そ
れ
以
外

の
自
己
の
暗
号
資
産
と
分
別
し
て
管

理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
、

履
行
保
証
暗
号
資
産
の
分
別
管
理
状

況
に
つ
い
て
、
公
認
会
計
士
等
の
監

査
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と

と
し
た
（
改
正
資
金
決
済
法
63
条
の

11
の
２
）。

　

そ
の
ほ
か
、
改
正
法
で
は
、
暗
号

資
産
交
換
業
者
に
対
し
て
暗
号
資
産

の
移
転
を
目
的
と
す
る
債
権
を
有
す

る
利
用
者
が
、
受
託
暗
号
資
産
お
よ

び
履
行
保
証
暗
号
資
産
に
つ
い
て
、

他
の
債
権
者
に
先
立
ち
弁
済
を
受
け

る
権
利
を
有
す
る
こ
と
と
し
た
。
ま

た
、
暗
号
資
産
交
換
業
者
か
ら
暗
号

資
産
の
管
理
の
委
託
を
受
け
た
者
そ

の
他
の
関
係
者
は
、
利
用
者
に
よ
る

当
該
権
利
の
実
行
に
関
し
内
閣
総
理

大
臣
か
ら
必
要
な
協
力
を
求
め
ら
れ

た
場
合
に
は
、
こ
れ
に
応
ず
る
よ
う

努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し

た
（
改
正
資
金
決
済
法
63
条
の
19
の

２
、
63
条
の
19
の
３
）。

⑷
そ
の
他

　

改
正
法
で
は
、
認
定
協
会
に
加
入

せ
ず
、
認
定
協
会
の
自
主
規
制
に
準

ず
る
内
容
の
社
内
規
則
を
作
成
し
て

い
な
い
場
合
ま
た
は
作
成
し
た
社
内

規
則
を
遵
守
す
る
た
め
の
体
制
を
整

備
し
て
い
な
い
場
合
に
は
、
登
録
を

拒
否
し
、
ま
た
は
登
録
を
取
り
消
す

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
た
（
改
正

資
金
決
済
法
63
条
の
５
第
１
項
６

号
）。

　

ま
た
、
暗
号
資
産
交
換
業
者
が
信

用
を
供
与
し
て
暗
号
資
産
の
交
換
等

を
行
う
場
合
に
は
、
利
用
者
保
護
・

業
務
の
適
正
か
つ
確
実
な
遂
行
を
確

保
す
る
た
め
、
一
定
の
措
置
を
講
じ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た

（
改
正
資
金
決
済
法
63
条
の
10
第
２

項
）。

一
括
清
算
法
に
係
る 

改
正
の
概
要

⑴
改
正
の
経
緯

　

２
０
０
８
年
９
月
の
リ
ー
マ
ン
ブ

ラ
ザ
ー
ズ
破
綻
に
端
を
発
す
る
金
融

危
機
を
受
け
、
シ
ス
テ
ミ
ッ
ク
リ
ス

ク
を
抑
制
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

店
頭
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
に
係
る
証

拠
金
規
制
の
導
入
が
国
際
的
に
合
意

さ
れ
、
16
年
９
月
に
わ
が
国
に
お
い

て
も
同
規
制
が
導
入
さ
れ
た
。
同
規

制
の
枠
組
み
で
は
、
当
初
証
拠
金

（Initial M
argin

＝
Ｉ
Ｍ
）
に
つ

い
て
、
相
手
方
の
破
綻
時
に
即
時
に

担
保
権
の
実
行
が
可
能
な
様
態
（
以

下
、
即
時
利
用
要
件
）
で
分
別
管
理

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

改
正
法
成
立
前
に
お
い
て
は
、
担

保
権
設
定
者
が
破
綻
し
、
会
社
更
生

法
が
適
用
さ
れ
る
場
合
に
は
、
裁
判

手
続
外
で
担
保
を
処
分
で
き
ず
、
担

保
権
の
実
行
が
制
限
さ
れ
る
リ
ス
ク

（
以
下
、
会
社
更
生
法
リ
ス
ク
）
が

存
在
す
る
と
の
指
摘
が
あ
っ
た
。
こ

の
た
め
、
こ
れ
ま
で
国
内
取
引
に
係

る
Ｉ
Ｍ
の
差
し
入
れ
は
、
Ｉ
Ｍ
を
担

保
権
者
に
あ
ら
か
じ
め
移
転
さ
せ
る

「
所
有
権
移
転
構
成
」（
消
費
貸
借

構
成
）
で
行
わ
れ
て
き
た
。
他
方
、

海
外
の
金
融
機
関
と
行
う
ク
ロ
ス
ボ

ー
ダ
ー
取
引
に
係
る
Ｉ
Ｍ
の
差
し
入

れ
は
、
Ｉ
Ｍ
を
担
保
権
者
に
移
転
さ

せ
な
い
「
担
保
権
構
成
」（
質
権
構

成
）
の
形
態
が
市
場
慣
行
と
な
っ
て

い
る
。
そ
の
結
果
、
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ

ー
取
引
を
行
っ
て
い
た
日
本
の
金
融

機
関
が
破
綻
し
、
当
該
金
融
機
関
に

会
社
更
生
法
が
適
用
さ
れ
た
場
合
、

「
担
保
権
構
成
」
で
授
受
さ
れ
た
Ｉ

Ｍ
は
、
更
生
計
画
に
従
っ
た
弁
済
手

続
の
対
象
と
な
り
、
迅
速
か
つ
円
滑

に
担
保
権
の
実
行
が
で
き
ず
、
即
時

利
用
要
件
を
充
足
し
な
い
お
そ
れ
が

あ
っ
た
。

　

現
状
の
Ｉ
Ｍ
義
務
対
象
者
は
、
取

引
規
模
が
極
め
て
大
き
い
金
融
機
関

に
限
ら
れ
て
お
り
、
破
綻
状
態
等
に

陥
っ
た
と
し
て
も
、
預
金
保
険
法
上

の
秩
序
あ
る
破
綻
処
理
が
適
用
さ
れ

る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。
そ
の
た
め
、

Ｉ
Ｍ
に
係
る
会
社
更
生
法
リ
ス
ク
は

現
実
に
想
定
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
が
、

20
年
９
月
以
降
は
Ｉ
Ｍ
義
務
対
象
者

が
地
銀
・
保
険
会
社
等
に
ま
で
大
幅

に
拡
大
さ
れ
る
こ
と
か
ら
（
Ｉ
Ｍ
ビ
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ッ
グ
バ
ン
）、
前
述
の
懸
念
を
解
消

す
る
必
要
性
が
さ
ら
に
高
ま
っ
た

（
注
２
）。

⑵
改
正
一
括
清
算
法
４
条
の
構
造

　

改
正
一
括
清
算
法
４
条
（
以
下
、

本
条
）
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前

の
段
階
で
一
括
清
算
が
完
結
す
る
旨

を
規
定
す
る
こ
と
に
よ
り
、
本
条
の

「
帰
属
」
が
更
生
債
権
等
の
弁
済
の

禁
止
（
会
社
更
生
法
47
条
）
に
抵
触

し
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
規
定
と
な

っ
て
い
る
。
以
下
で
は
、
本
条
の
各

用
語
の
意
義
お
よ
び
趣
旨
に
つ
い
て

説
明
す
る
。

①
帰
属
清
算
型
に
お
け
る
担
保
財
産

の
「
帰
属
」（
１
項
関
係
）

ⅰ
適
用
さ
れ
る
担
保
権
設
定
契
約
の

内
容

　

本
項
が
適
用
さ
れ
る
た
め
に
は
、

更
生
手
続
開
始
の
申
し
立
て
前
に
締

結
さ
れ
た
担
保
権
設
定
契
約
書
中
に
、

「
基
本
契
約
書
に
基
づ
き
特
定
金
融

取
引
を
行
っ
て
い
る
当
事
者
の
一
方

に
更
生
手
続
開
始
の
申
し
立
て
が
あ

っ
た
と
き
は
、
担
保
権
者
に
弁
済
と

し
て
担
保
権
の
目
的
で
あ
る
財
産
を

帰
属
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
」
旨
の

契
約
条
項
を
設
け
て
い
る
必
要
が
あ

る
。

ⅱ
担
保
権
者
の
範
囲

　

本
条
が
適
用
さ
れ
る
担
保
権
者
の

範
囲
は
、
更
生
手
続
開
始
の
決
定
が

な
さ
れ
た
者
の
相
手
方
で
あ
っ
て
、

改
正
一
括
清
算
法
３
条
の
適
用
に
よ

っ
て
債
権
を
有
す
る
者
に
限
定
さ
れ

て
い
る
。

ⅲ
担
保
権
の
範
囲

　

本
条
が
適
用
さ
れ
る
担
保
権
の
範

囲
は
、
担
保
権
設
定
契
約
に
基
づ
く

「
一
括
清
算
後
債
権
に
係
る
担
保

権
」
に
限
定
さ
れ
て
い
る
。
な
お
、

海
外
法
令
に
基
づ
き
設
定
さ
れ
た
担

保
権
に
つ
い
て
は
、
日
本
法
に
お
い

て
い
か
な
る
担
保
権
と
認
定
さ
れ
る

か
が
必
ず
し
も
明
ら
か
で
な
い
た
め
、

本
条
は
、「
質
権
」
等
と
限
定
す
る

こ
と
な
く
、
広
く
「
担
保
権
」
と
規

定
し
て
い
る
。

ⅳ
担
保
財
産
の
範
囲

　

本
条
が
適
用
さ
れ
る
担
保
財
産
の

範
囲
は
、「
有
価
証
券
」
等
の
流
動

性
の
高
い
財
産
に
限
定
さ
れ
て
お
り
、

具
体
的
な
財
産
の
種
類
に
つ
い
て
は

内
閣
府
令
に
お
い
て
定
め
ら
れ
る
。

ⅴ
「
帰
属
」
の
効
果

〔
弁
済
禁
止
効
と
の
関
係
〕

　

本
項
は
、
更
生
手
続
開
始
の
申
し

立
て
が
あ
っ
た
と
き
に
担
保
財
産
が

担
保
権
者
に
帰
属
す
る
こ
と
と
す
る

た
め
、
更
生
債
権
等
の
弁
済
の
禁
止

（
会
社
更
生
法
47
条
）
に
抵
触
し
な

い
こ
と
を
確
認
す
る
規
定
と
な
っ
て

い
る
。

〔
中
止
命
令
等
と
の
関
係
〕

　

本
項
の
「
帰
属
」
は
、
本
項
で
規

定
さ
れ
て
い
る
一
定
の
条
件
が
満
た

さ
れ
れ
ば
、「
担
保
権
の
実
行
」
な

く
し
て
法
律
上
た
だ
ち
に
そ
の
効
果

が
生
じ
る
た
め
、
更
生
手
続
開
始
決

定
前
に
行
わ
れ
る
担
保
権
の
実
行
に

対
す
る
裁
判
所
の
中
止
命
令
お
よ
び

包
括
的
禁
止
命
令
（
会
社
更
生
法
24

条
１
項
２
号
、
25
条
１
項
。
以
下
、

中
止
命
令
等
）
の
対
象
と
な
る
お
そ

れ
は
な
い
。

〔
振
替
法
等
と
の
関
係
〕

　

本
条
の
「
帰
属
」
は
、
有
価
証
券

に
表
示
さ
れ
る
べ
き
権
利
に
つ
い
て

特
別
な
規
定
を
設
け
て
い
る
社
債
、

株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
や
、

こ
れ
に
相
当
す
る
海
外
法
令
の
規
定

を
排
除
す
る
も
の
で
は
な
い
。
し
た

が
っ
て
、
同
法
等
の
規
定
に
よ
り
要

求
さ
れ
る
手
続
は
、
別
途
行
う
必
要

が
あ
る
。

ⅵ
担
保
権
者
へ
の
帰
属
範
囲

　

本
項
は
、
担
保
財
産
の
評
価
額
が

被
担
保
債
権
の
額
を
超
え
る
場
合

（
オ
ー
バ
ー
コ
ラ
テ
ラ
ル
）
で
あ
っ

て
も
、
す
べ
て
の
担
保
財
産
を
い
っ

た
ん
担
保
権
者
に
帰
属
さ
せ
る
こ
と

を
規
定
し
て
い
る
。

②
清
算
金
支
払
義
務
（
２
項
関
係
）

ⅰ
超
過
分
の
金
銭
の
支
払
義
務

　

本
項
は
、
担
保
権
者
に
は
、
１
項

で
帰
属
し
た
担
保
財
産
の
評
価
額
の

う
ち
被
担
保
債
権
の
額
を
超
過
し
た

部
分
に
相
当
す
る
額
の
清
算
金
支
払

義
務
が
あ
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。

ⅱ
清
算
金
支
払
い
の
履
行
遅
滞
の
発

生
時
期

　

本
項
は
、
担
保
権
者
に
対
し
て
清

算
金
支
払
い
を
遅
滞
な
く
履
行
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
規
定
し
て
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い
る
。
基
本
契
約
書
に
基
づ
く
特
定

金
融
取
引
に
係
る
損
害
額
の
計
算
等

を
す
る
の
に
は
一
定
の
期
間
を
要
す

る
た
め
、
履
行
遅
滞
の
発
生
時
期
は
、

当
該
計
算
等
を
完
了
す
る
の
に
通
常

必
要
と
さ
れ
る
合
理
的
な
期
間
が
経

過
し
た
と
き
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

ⅲ
担
保
財
産
に
よ
る
弁
済

　

本
項
た
だ
し
書
は
、
金
銭
に
代
え

て
、
い
っ
た
ん
帰
属
す
る
担
保
財
産

に
よ
っ
て
弁
済
す
る
こ
と
も
で
き
る

こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。

ⅳ
担
保
財
産
の
評
価
額

　

担
保
財
産
の
評
価
額
の
具
体
的
な

算
出
方
法
に
つ
い
て
は
、
内
閣
府
令

で
定
め
ら
れ
る
。
内
閣
府
令
で
は
、

当
該
評
価
額
を
公
正
な
方
法
に
よ
り

算
出
す
る
こ
と
を
規
定
す
る
と
と
も

に
、
評
価
基
準
時
に
つ
い
て
必
要
な

規
定
を
設
け
る
予
定
で
あ
る
。

③
担
保
財
産
の
相
当
額
分
の 

「
控
除
」（
３
項
関
係
）

　

本
項
は
、
１
項
の
規
定
に
よ
り
、

担
保
権
者
に
帰
属
し
た
担
保
財
産
の

評
価
額
を
被
担
保
債
権
の
額
か
ら
控

除
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。

④
処
分
清
算
型
に
お
け
る
担
保
財
産

の
「
帰
属
」
等
（
４
項
関
係
）

　

本
項
は
、
更
生
手
続
開
始
決
定
前

に
担
保
財
産
を
第
三
者
に
譲
渡
し
た

と
き
に
担
保
財
産
が
当
該
第
三
者
に

帰
属
す
る
こ
と
を
規
定
す
る
こ
と
に

よ
り
、
更
生
債
権
等
の
弁
済
の
禁
止

に
抵
触
し
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
規

定
と
な
っ
て
い
る
。

ⅰ
中
止
命
令
等
と
の
関
係

　

本
項
の
「
帰
属
」
は
、「
譲
渡
」

と
い
う
「
担
保
権
の
実
行
」
に
あ
た

る
行
為
を
介
し
て
い
る
た
め
、
中
止

命
令
等
と
の
関
係
が
問
題
と
な
る
。

こ
の
点
、
①
特
定
金
融
取
引
に
お
け

る
担
保
権
者
は
「
更
生
担
保
権
者
」

に
該
当
し
な
い
こ
と
が
本
条
の
前
提

と
な
っ
て
い
る
こ
と
、
②
本
条
で
想

定
し
て
い
る
担
保
財
産
は
流
動
性
の

高
い
有
価
証
券
や
金
銭
債
権
等
で
あ

り
、
事
業
を
継
続
す
る
う
え
で
不
可

欠
な
財
産
と
は
い
え
ず
、
中
止
命
令

等
が
発
令
さ
れ
る
趣
旨
が
基
本
的
に

は
及
ば
な
い
と
考
え
ら
れ
る
こ
と

─
な
ど
の
事
情
を
踏
ま
え
、
１

項
と
同
様
、
本
項
の
「
帰
属
」
は
、

中
止
命
令
等
の
対
象
と
は
な
ら
な
い

こ
と
を
確
認
す
る
規
定
と
な
っ
て
い

る
。

ⅱ
担
保
財
産
の
額

　

本
項
は
、
担
保
財
産
の
額
を
原
則

と
し
て
譲
渡
価
額
と
し
つ
つ
、
当
該

価
額
が
不
当
に
低
い
と
き
は
内
閣
府

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
出
し

た
評
価
額
に
修
正
さ
れ
る
こ
と
を
規

定
し
て
い
る
。

ⅲ
そ
の
他

　

本
項
は
、
基
本
的
に
は
帰
属
清
算

型
に
つ
い
て
規
定
し
た
１
項
か
ら
３

項
ま
で
を
準
用
し
て
お
り
、
清
算
金

支
払
義
務
、
控
除
の
趣
旨
に
つ
い
て

は
、
帰
属
清
算
型
と
同
様
で
あ
る
。

ⅳ
４
項
に
係
る
留
意
点

　

前
述
の
と
お
り
、
処
分
清
算
型
に

お
け
る
担
保
財
産
の
「
帰
属
」
が
認

め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
更
生
手
続
開

始
決
定
前
に
担
保
財
産
が
譲
渡
さ
れ

る
必
要
が
あ
る
。
た
だ
し
、
例
え
ば

更
生
手
続
開
始
の
申
し
立
て
と
更
生

手
続
開
始
決
定
が
同
日
に
な
さ
れ
る

な
ど
の
ケ
ー
ス
に
お
い
て
は
、
更
生

手
続
開
始
決
定
前
に
担
保
財
産
を
現

実
に
譲
渡
す
る
の
は
難
し
い
と
考
え

ら
れ
る
。
他
方
、
帰
属
清
算
型
で
あ

れ
ば
、
更
生
手
続
開
始
の
申
立
時
に

担
保
財
産
の
「
帰
属
」
が
認
め
ら
れ

る
た
め
、
当
該
ケ
ー
ス
に
お
い
て
も

担
保
財
産
を
確
保
で
き
る
。
実
務
に

携
わ
る
市
場
関
係
者
は
、
こ
の
よ
う

な
ケ
ー
ス
に
も
十
分
ご
留
意
い
た
だ

き
た
い
。

（
本
稿
に
お
い
て
意
見
に
係
る
部
分
は
筆
者

ら
の
個
人
的
見
解
で
あ
り
、
所
属
組
織
の

見
解
を
示
す
も
の
で
は
な
い
）

（
注
） １　
本
稿
で
は
、
便
宜
上
、
資
金
決
済

に
関
す
る
法
律
を
「
資
金
決
済
法
」
と
、

改
正
後
の
資
金
決
済
法
を
「
改
正
資
金

決
済
法
」
と
そ
れ
ぞ
れ
称
す
る
。
同
様

に
、
金
融
機
関
等
が
行
う
特
定
金
融
取

引
の
一
括
清
算
に
関
す
る
法
律
を
「
一

括
清
算
法
」
と
、
改
正
後
の
一
括
清
算

法
を
「
改
正
一
括
清
算
法
」
と
称
す
る
。

２　
Ｂ
Ｃ
Ｂ
Ｓ
（
バ
ー
ゼ
ル
銀
行
監
督

委
員
会
）
お
よ
び
Ｉ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
（
証
券

監
督
者
国
際
機
構
）
は
19
年
７
月
23
日
、

Ｉ
Ｍ
の
最
終
フ
ェ
ー
ズ
の
実
施
を
１
年

延
長
す
る
合
意
を
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

今
後
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
Ｉ
Ｍ
ビ
ッ

グ
バ
ン
の
時
期
が
変
更
さ
れ
る
可
能
性

が
あ
る
。
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